
。また、犯罪抑止と検
挙率向上のため、防犯カメラを効果的に設置します。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
・特に子どもや高齢者を交通事故や犯罪から守るため、警察やボランティア団体等と連携した取り組みを行います。
・空家等対策計画に基づき、適切な管理が行われていない空家等の対策に取り組みます。 ◎重点プロジェクト「我孫子の資源を活かし、豊かな地域を創り出す活
●重点プロジェクト以外として 力あるまちづくり」に向け、地域コミュニティ活性化基本方針に基づき
・総合窓口では「歩かせない・待たせない・惑わせない」を目標に、来庁者へのサービス向上を図ると共に、戸籍簿 設置した地域会議において、それぞれの会議体において独自の課題に取
及び住民基本台帳等を適正に維持管理します。 組み、一定の成果を得ることができた。また、市民公益活動支援指針に
・社会保障・税番号制度に基づくマイナンバーカードの交付を推進します。併せて、同カードの利活用を図るため、 沿い推進施策に取り組むことができた。
住民票等の「コンビニ交付サービス」の導入に向けて取り組みます。 ◎重点プロジェクト「みんなが安全にくらせるまちづくり」に向けて、

それに基づく施策に取組み、防災、防犯、交通の各方面におい

様

て効果的
な向上が図ら

式

れた。また、「空家等

第

対策計画」に基づき、

１

我孫子市の実
情に合わ

号

せた効果的かつ効率的

部

な空家等対策に取組ん

の

だ。
◎重点プロジェク

運

ト以外として「歩かせ

営

ない・待たせない・惑

方

わせない
」に向け、窓

針

口における市民サービ

・

スの向上と、住民基本

課

台帳及び戸籍
簿の適正

の

な管理が図られた。ま

目

た、旅券窓口では、本

標

市及び近隣市の市
民に

設

対する利便性の向上を

定

図った。

課コード 01

書

課　名 市民課 課長名 小

(

林　裕

２．課の目標（

平

部の運営方針を受けて

成

課の取組方針を記入）

3

部の運営方針に対する

1

課の目標への取組結果

年

１．総合窓口の運用 １

度

．総合窓口の運用
  

)

市民課窓口に来られた

部

方の住民異動や異動に

コ

伴う一般的な他課手続

ー

きを一つの窓口で行い

ド

ます。市内７ヶ所の行

0

政 　市民課窓口や7ヶ

3

所のサービスセンター

部

では総合窓口として丁

　

寧な対
サービスセンタ

名

ーでも同様のサービス

市

を行い、市民に寄り添

民

った親切な対応を行い

生

ます。 応を行った。
２

活

．戸籍台帳、住民基本

部

台帳、個人番号カード

部

の交付 ２．戸籍台帳、

長

住民基本台帳、個人番

名

号カードの交付
　戸籍

隈

台帳、住民基本台帳の

　

維持管理業務は、個人

正

情報に配慮し正確な事

章

務処理を行い適正に管

１

理します。 　個人情報

．

に配慮し正確な事務処

部

理を行った。個人番号

の

カードの発行で
　平成

運

２７年度に社会保障・

営

税番号制度が導入され

方

、個人番号カードを発

針

行しています。特に本

(

庁への来庁が困難な は

予

、本人確認を正確に行

算

い迅速に行えた。また

編

、個人番号カードを利

成

用
方のため行政サービ

・

スセンターでのカード

実

申請受付を継続して行

施

います。 するコンビニ

計

交付の導入について次

画

期基幹システム調達仕

策

様に含めた。
３．住居

定

表示の維持管理 ３．住

方

居表示
　住居表示維持

針

管理事務では、市内７

な

５ヶ所設置の住居表示

ど

街区板の維持管理を行

を

います。 　住所の重複

踏

を防ぐための枝番表示

ま

を導入した。また、適

え

正な住所の付
４．自動

て

交付機の運用 番の実施

、

、表示板の維持管理に

基

努めた。
　市内５ヶ所

本

に設置している住民票

計

及び印鑑証明書の自動

画

交付機については、故

の

障の無いようメンテナ

分

ンスを実施し ４．自動

野

交付機の運用
、市民の

別

利便性の向上を図りま

計

す。 　市内５ヶ所に設

画

置している住民票の写

や

し及び印鑑証明書の自

重

動交付機
５．旅券事務

点

については、故障の無

ﾌ

いよう日頃からのメン

ﾟ

テナンスに努めた。
　

ﾛ

千葉県から権限委譲を

ｼ

受け我孫子行政サービ

ﾞ

スセンター内に開設し

ｪ

たパスポート窓口につ

ｸ

いて、適正な運営を行

ﾄ

い ５．旅券事務
市民の

、

利便性の向上に努めま

所

す。 　適正な運営を行

管

い、市民の利便性の向

に

上に努めた。
６．行政

係

サービスセンター管理

る

事務 ６．行政サービス

部

センター管理事務
　行

の

政サービスセンターの

運

運営を円滑に行うため

営

、老朽化施設の補修を

方

実施していきます。 　

針

建物が老朽化している

に

湖北台行政サービスセ

対

ンターの今後について

す

は
７．窓口業務の委託

る

化検討 、「公共施設等

課

総合管理計画」及び湖

の

北台地区公共施設整備

目

方針」を踏
　平成３２

標

年度から嘱託職員制度

へ

が会計年度任用職員制

の

度に移行するため、窓

取

口業務委託について、

組

調査・研究を行 まえて

結

検討していくこと、解

果

体予定の旧湖北行政サ

　

ービスセンターは、
い

　

ます。 老朽化が進んで

分

いるヤング手賀沼と２

野

階部分が接続している

別

こともあり
、引き続き

基

関係課と調整を行うこ

本

ととし継続した課題と

計

している。また
各行政

画

サービスセンターで必

の

要に応じた修繕（トイ

目

レの手すりを追加）
を

標

実施した。
７．窓口業

を

務の委託化検討
　提案

考

型公共サービス民営化

慮

制度での提案が1件あ

し

ったが費用面で課題
が

て

あり実現にいたらなか

、

った。窓口業務委託に

部

ついては今後も調査・

の

研
究を継続していく。

目

３．課の目標を達成す

標

る上での課題と対応（

を

人員の配置、組織のあ

達

り方など）

・総合窓口

成

としての役割を担うた

す

め、本庁と行政サービ

る

スセンター間の連携を

た

図り、職員のより高い

め

意識の改善のた
め窓口

の

等クレーム対応研修な

方

どを行います。
・戸籍

針

事務、住民基本台帳事

を

務、個人番号カードの

記

交付などを行ううえで

入

、ＤＶ支援措置なども

)

含めた個人情報の漏
洩

●

に留意し、正確で適正

重

な事務処理を行います

点

。

４．原因分析・改善

プ

策

（課長） （部長）
・

ロ

総合窓口としての役割

ジ

を担うため、本庁と行

ェ

政サービスセンター間

ク

の連携を図り、職員の

ト

より ・今後も接遇やク

「

レーム対応研修を実施

我

し、サービスの向上を

孫

図るとともに、戸籍簿

子

及び住民基
高い意識の

の

改善のため窓口等クレ

資

ーム対応研修などを継

源

続的に行う必要があり

を

ます。また、「歩 本台

い

帳等を適正に維持管理

か

していきます。
かせな

し

い・待たせない・迷わ

、

せない」を目標に、サ

豊

ービスの向上とより効

か

率的な受付及び入力事

な

・総合窓口でのサービ

地

ス向上、事務の効率化

域

等を踏まえ、業務の委

を

託化の調査・研究に努

創

めます
務などを踏まえ

り

窓口業務の委託化を検

だ

討する必要があります

す

。 。
・戸籍事務、住民

活

基本台帳事務、個人番

力

号カードの交付などを

あ

行ううえで、ＤＶ支援

る

措置なども
含めた個人

ま

情報の漏洩に留意し、

ち

正確で適正な事務処理

づ

を行う必要があります

く

。
・住居表示の付番に

り

は丁寧な説明を心掛け

」

、慎重かつ確実に行う

・

必要があります。

５．

総

課の目標を達成するた

合

めに取り組む事務事業

窓

事務事業名（個別事業

口

） 重プ 施策 指標 単位 現

と

況値 目標値 実績値 達成

し

率(％) 評価該当 コー

て

ド

1 住居表示の維持管

、

理業務 重無 00000

迅

住居表示台帳の作成（

速

表示板の補充含む） %

か

100 100 100 1

つ

00 現状

2 住民基本台

正

帳法に基づく管理業務

確

重無 00000 人口異

、

動に対する記録割合 %

親

100 100 100 1

切

00 現状

3 自動交付機

・

設置業務 重無 8320

丁

4 自動交付機利用率（

寧

窓口受付との対比） %

な

27.1 28 27.1

対

96.79 現状

4 戸籍

応

簿の維持管理業務 重無

を

00000 戸籍職権訂

行

正処理件数／戸籍処理

い

事件数×100 ％ 0.

、

68 0.7 0.68 1

戸

02.94 現状

5 総合

籍

窓口の運用業務 重無 0

簿

0000 クレームの件

や

数を減少させる（窓口

・

のクレーム対応の強化

地

） 回 2 20 1 2,00

域

0 現状

6 個人番号カー

コ

ドの交付業務 重無 00

ミ

000  個人番号カー

ュ

ドの交付達成数 枚 3,

ニ

194 3,000 3,

テ

194 106.47 現

ィ

状

7 旅券事務所の開設

活

と運営 重無 00000

性

正確かつ迅速に処理し

化

た率 ％ 100 100 1

基

00 100 現状

8

9

1

本

0

方針に基づき、地域コミュニティの活性に向けた取り組みを推進していきます。基本 住民基本台帳の適正な管理を行った。
方針の柱である「地域会議」の設置に向けた取り組みをさらに進めていきます。 ・個人番号カードの交付推進のため、市役所や行政サービスセンター窓
・自治会やまちづくり協議会が自主的に取り組むコミュニティ活動やその拠点となる施設に対する支援を進めていき 口でのカード申請受付のほか、休日開庁を実施し、カード交付を行った
ます。 。
・市民公益活動支援指針に基づく６つの推進施策を積極的に推進し、市民が主体的に取り組む市民公益活動の活性化 ・住民票等の「コンビニ交付サービス」の仕様を次期基幹システムの導
を図っていきます。 入に含めた。
●重点プロジェクト「みんなが安全にくらせるまちづくり」
・防災訓練や防災講座等を通じて市民の防災意識を高め、自主防災組織の設置を自治会に働きかけます。併せて、防
災リーダーや防災ボランティアなどの人材育成を推進します。また、防災力向上に向け、地域防災計画に基づく防災
関連設備及び非常用備蓄品の計画的な整備を図ります。
・災害時における要支援者に対する支援方策を整備していくとともに、支援体制の強化を図ります。
・交通安全計画に基づき、市民の交通安全意識を向上させるなど総合的な交通安全対策に取り組みます。
・防犯計画に基づき、自主防犯活動への支援や情報提供等を行うなど犯罪防止に取り組みます



民の交通安全意識を向上させるなど総合的な交通安全対策に取り組みます。
・防犯計画に基づき、自主防犯活動への支援や情報提供等を行うなど犯罪防止に取り組みます。また、犯罪抑止と検
挙率向上のため、防犯カメラを効果的に設置します。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
・特に子どもや高齢者を交通事故や犯罪から守るため、警察やボランティア団体等と連携した取り組みを行います。
・空家等対策計画に基づき、適切な管理が行われていない空家等の対策に取り組みます。 ◎重点プロジェクト「我孫子の資源を活かし、豊かな地域を創り出す活
●重点プロジェクト以外として 力あるまちづくり」に向け、地域コミュニティ活性化基本方針に基づき
・総合窓口では「歩かせない・待たせない・惑わせない」を目標に、来庁者へのサービス向上を図ると共に、戸籍簿 設置した地域会議において、それぞれの会議体において独自の課題に取
及び住民基本台帳等を適正に維持管理します。 組み、一定の成果を得ることができた。また、市民公益活動支援指針に
・社会保障・税番号制度に基づくマイナンバーカードの交付を推進します。併せて、同カードの利活用を図るため、 沿い推進施策に取り組むことができた。
住民票等の「コンビニ交付サービ

様

ス」の導入に向けて取

式

り組みます。 ◎重点プ

第

ロジェクト「みんなが

１

安全にくらせるまちづ

号

くり」に向けて、
それ

部

に基づく施策に取組み

の

、防災、防犯、交通の

運

各方面において効果的

営

な向上が図られた。ま

方

た、「空家等対策計画

針

」に基づき、我孫子市

・

の実
情に合わせた効果

課

的かつ効率的な空家等

の

対策に取組んだ。
◎重

目

点プロジェクト以外と

標

して「歩かせない・待

設

たせない・惑わせない

定

」に向け、窓口におけ

書

る市民サービスの向上

(

と、住民基本台帳及び

平

戸籍
簿の適正な管理が

成

図られた。また、旅券

3

窓口では、本市及び近

1

隣市の市
民に対する利

年

便性の向上を図った。

度

課コード 02 課　名 市

)

民活動支援課 課長名 並

部

内　秀樹

２．課の目標

コ

（部の運営方針を受け

ー

て課の取組方針を記入

ド

） 部の運営方針に対す

0

る課の目標への取組結

3

果

●「地域コミュニテ

部

ィ活性化基本方針」を

　

推進するため、活性化

名

の柱である地域会議の

市

設置と支援をしていく

民

ととも ○地域コミュニ

生

ティ活性化基本方針に

活

基づき、久寺家地区、

部

天王台北地
に、地域活

部

動に関する情報発信を

長

行っていきます。また

名

、地域会議にしっかり

隈

と対応できるよう庁内

　

体制についても 区、天

正

王台南地区、新木地区

章

、我孫子北地区の5地

１

区について地域会議
検

．

討し、体制整備を図っ

部

ていきます。 を実施し

の

ました。
●平成２７年

運

度に見直した市民公益

営

活動支援指針に基づき

方

市民活動の活性化を推

針

進していきます。特に

(

市民活動ステ 久寺家地

予

区については、子ども

算

たちや高齢者との多世

編

代間の交流をテー
ーシ

成

ョンの充実を図ります

・

。 マに子ども会と連携

実

しイベントを実施しま

施

した。
また、平成32

計

年度に市民公益活動支

画

援指針の見直しを行う

策

ための基礎資料とする

定

ため、中央学院大学と

方

連携して、市 天王台北

針

地区については、見守

な

り活動やごみ問題等に

ど

ついて話し合いを
民3

を

000名を対象にボラ

踏

ンティア・市民活動に

ま

関する意識調査を行い

え

ます。 行いました。天

て

王台南地区では、住民

、

同士のつながりや犯罪

基

の抑制、さ
●公募補助

本

金や市民と市民団体と

計

の交流機会の提供など

画

、市民活動への支援を

の

行っていきます。 らに

分

は災害時の助け合いへ

野

つながる「あいさつ運

別

動」を実施しました。

計

●退職した市民の経験

画

や技術をまちづくりに

や

活かせるよう、市民団

重

体との交流機会を設け

点

ていきます。 運動の一

ﾌ

つとして毎月10日の

ﾟ

朝に、駅前に立ち、通

ﾛ

勤する方々に挨拶を
●

ｼ

地域住民の交流を促進

ﾞ

するため、自治会への

ｪ

助成金や集会所の整備

ｸ

に対する補助など、身

ﾄ

近な地域活動への支援

、

を 行っています。新木

所

地区では、子ども支援

管

や高齢者の買い物支援

に

につい
行います。また

係

、まちづくり協議会が

る

行う地域づくりに寄与

部

する事業を支援すると

の

ともに、近隣センター

運

の適正な維 て話し合い

営

を行い、買い物支援の

方

一助として、高齢者の

針

暮らしをサポー
持管理

に

を図っていきます。 ト

対

する「えんじょい新木

す

野」がスタートしまし

る

た。
我孫子北地区では

課

、地域会議名を「あび

の

北フォーラム」と名付

目

け、防災
をテーマに話

標

し合いを行っており、

へ

1年間の活動内容を記

の

した冊子とチ
ラシを作

取

成し、地区内に配布し

組

情報を共有しました。

結

また、地域会議未設置

果

地区については、まち

　

づくり協議会へ地域会

　

議の
重要性を説明しま

分

した。
○市民公益活動

野

支援指針に示された「

別

市民公益活動の担い手

基

を増やすた
めの取り組

本

み」として「市民のチ

計

カラまつり」を開催し

画

、市民活動団体
による

の

活動発表や展示、講演

目

会、パネルディスカッ

標

ションを実施し、団
体

を

と市民の交流の場を提

考

供することができまし

慮

た。さらに、「庁内体

し

制
の整備」として、新

て

規採用職員を対象に、

、

「協働のまちづくり」

部

をテー
マに研修を実施

の

し、協働に対する理解

目

を深めることができま

標

した。
○市民活動を支

を

援するための公募補助

達

金を募集し、選考委員

成

会により新
たに1団体

す

を採択し、補助金を交

る

付しました。
○地域住

た

民の交流を促進するた

め

め、自治会への助成金

の

や集会所の整備に
対す

方

る補助について適正に

針

行い、また、まちづく

を

り協議会に、地域の活

記

動拠点である近隣セン

入

ターの運営業務を委託

)

しながら適正な維持管

●

理に
努めました。

３．

重

課の目標を達成する上

点

での課題と対応（人員

プ

の配置、組織のあり方

ロ

など）

・地域コミュニ

ジ

ティ活性化基本方針を

ェ

推進するに当たり、引

ク

き続き市民にＰＲして

ト

行くことが必要です。

「

・市民と市民活動団体

我

との交流機会の提供に

孫

当たり、指定管理者や

子

市民活動団体との連携

の

は不可欠であり、関わ

資

り方
や役割分担など工

源

夫していくことが必要

を

です。

４．原因分析・

い

改善策

（課長） （部長

か

）
コミュニティ活性化

し

基本方針に基づく、地

、

域会議の設置にあたっ

豊

ては、まちづくり協議

か

会並びに コミュニティ

な

活性化基本方針に基づ

地

く、地域会議の設置に

域

向け、すでに設置して

を

いる地域会議の
自治会

創

に十分理解してもらう

り

ことが必要です。未設

だ

置の地区については、

す

現在の状況や活動内容

活

取り組み状況や成果を

力

市民に広くＰＲし、そ

あ

の必要性について理解

る

を得ていくことが必要

ま

です。
を把握し、地域

ち

会議の重要性を説明し

づ

ていくことが必要です

く

。 市民公益活動支援指

り

針に沿って、推進施策

」

ごとに事業目標を明ら

○

かにしていくことが必

地

要です。
近隣センター

域

の維持管理では、イン

コ

ターネットで予約や抽

ミ

選ができるシステムを

ュ

導入し、利便性 近隣セ

ニ

ンターは、地域のコミ

テ

ュニティ活動の拠点施

ィ

設であり、引き続き地

活

域住民による維持管理

性

が向上しました。さら

化

に、利用率を上げるた

基

めにも使用料や利用時

本

間の見直し等について

方

調査検 が重要です。
討

針

が必要です。
既存事業

に

については、おおむね

基

達成できたと思います

づ

。

５．課の目標を達成

き

するために取り組む事

、

務事業

事務事業名（個

地

別事業） 重プ 施策 指標

域

単位 現況値 目標値 実績

課

値 達成率(％) 評価該

題

当 コード

1 市民公益活

に

動の担い手を増やすた

取

めの取組 重２ 4110

り

1 担い手対策事業を通

組

して活動を始めた人の

む

人数 人 44 10 44 4

地

40 現状

2 公募補助金

域

制度の運用 重２ 412

・

01 一定期間交付後、

地

引き続いて再申請しな

域

い団体数 団体 1 1 1 1

コ

00 現状

3 市民公益活

ミ

動補償制度の運用 重２

ュ

41201 補償割合（

ニ

補償件数（支払い件数

テ

）/申請件数×100

ィ

） ％ 100 100 10

活

0 100 現状

4 市民活

性

動ステーションの監理

化

重２ 41101 市民活

基

動ステーションの年間

本

利用件数 件 6,766

方

4,000 6,766

針

169.15 現状

5 ま

に

ちづくり協議会への近

基

隣センター施設運営業

づ

務委託 重無 41302

き

まちづくり協議会主催

、

事業実施率 ％ 94 10

地

0 94 94 現状

6 市民

域

プラザの施設運営 重無

コ

41302 有料室の稼

ミ

働率を上げる。 % 66

ュ

71 66 92.96 現

ニ

状

7 市民・近隣センタ

テ

ー等施設維持管理 重無

ィ

41302 有料室稼働

の

率を上げる。 ％ 47 5

活

0 47 94 現状

8 自治

性

会活動助成事業 重２ 4

に

1301 全世帯のうち

向

自治会加入世帯の割合

け

% 71 73 71 97.

た

26 現状

9 自治会集会

取

所整備事業等補助金の

り

交付 重２ 41301 補

組

助金申請の交付率 % 1

み

00 100 100 10

を

0 現状

10 地域コミュ

推

ニティ活性化の推進 重

進

２ 82001 地域会議

し

の設置数 地域 5 6 5 8

て

3.33 現状

いきます。基本 会議を5地区（久寺家地区、天王台南地区、天王台北地区、新木地区、
方針の柱である「地域会議」の設置に向けた取り組みをさらに進めていきます。 我孫子北地区）で実施できました。
・自治会やまちづくり協議会が自主的に取り組むコミュニティ活動やその拠点となる施設に対する支援を進めていき ○市民公益活動支援指針に示された「市民公益活動の担い手を増やすた
ます。 めの取り組み」として「市民のチカラまつり」を開催し、市民や団体同
・市民公益活動支援指針に基づく６つの推進施策を積極的に推進し、市民が主体的に取り組む市民公益活動の活性化 士の交流の場を提供できました。
を図っていきます。 また、「庁内体制の整備」として、新規採用職員を対象に「協働のまち
●重点プロジェクト「みんなが安全にくらせるまちづくり」 づくり」をテーマに研修を実施し、協働に対する理解を深めることがで
・防災訓練や防災講座等を通じて市民の防災意識を高め、自主防災組織の設置を自治会に働きかけます。併せて、防 きました。
災リーダーや防災ボランティアなどの人材育成を推進します。また、防災力向上に向け、地域防災計画に基づく防災
関連設備及び非常用備蓄品の計画的な整備を図ります。
・災害時における要支援者に対する支援方策を整備していくとともに、支援体制の強化を図ります。
・交通安全計画に基づき、市



ザ１１階の施設運営 重無 41302 １時間あたりのフリースペース平均利用者数 人 8 10 12 120 現状

12 市民公益活動に関する情報発信 重２ 41

５

101 市民、市民活動

．

団体に対して情報を発

課

信した件数 件 78 65

の

78 120 現状

目標

13 職員研修の実施 重

を

２ 41101 研修に参

達

加したことで、地域コ

成

ミュニティに関する理

す

解が深まっ ％ 96 97

る

0 0 現状

ために取り組む事務事業

事務事業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 けやきプラ



については、空家等対策計画等に基づき、適切な管理に関す
・災害時における要支援者に対する支援方策を整備していくとともに、支援体制の強化を図ります。 る対策や調査等を行いました。特定空家について、対応を重ね４棟減り
・交通安全計画に基づき、市民の交通安全意識を向上させるなど総合的な交通安全対策に取り組みます。 、残り７棟となりました。
・防犯計画に基づき、自主防犯活動への支援や情報提供等を行うなど犯罪防止に取り組みます。また、犯罪抑止と検
挙率向上のため、防犯カメラを効果的に設置します。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
・特に子どもや高齢者を交通事故や犯罪から守るため、警察やボランティア団体等と連携した取り組みを行います。
・空家等対策計画に基づき、適切な管理が行われていない空家等の対策に取り組みます。 ◎重点プロジェクト「我孫子の資源を活かし、豊かな地域を創り出す活
●重点プロジェクト以外として 力あるまちづくり」に向け、地域コミュニティ活性化基本方針に基づき
・総合窓口では「歩かせない・待たせない・惑わせない」を目標に、来庁者へのサービス向上を図ると共に、戸籍簿 設置した地域会議において、それぞれの会議体において独自の課題に取
及び住民基本台帳等

様

を適正に維持管理しま

式

す。 組み、一定の成果

第

を得ることができた。

１

また、市民公益活動支

号

援指針に
・社会保障・

部

税番号制度に基づくマ

の

イナンバーカードの交

運

付を推進します。併せ

営

て、同カードの利活用

方

を図るため、 沿い推進

針

施策に取り組むことが

・

できた。
住民票等の「

課

コンビニ交付サービス

の

」の導入に向けて取り

目

組みます。 ◎重点プロ

標

ジェクト「みんなが安

設

全にくらせるまちづく

定

り」に向けて、
それに

書

基づく施策に取組み、

(

防災、防犯、交通の各

平

方面において効果的
な

成

向上が図られた。また

3

、「空家等対策計画」

1

に基づき、我孫子市の

年

実
情に合わせた効果的

度

かつ効率的な空家等対

)

策に取組んだ。
◎重点

部

プロジェクト以外とし

コ

て「歩かせない・待た

ー

せない・惑わせない
」

ド

に向け、窓口における

0

市民サービスの向上と

3

、住民基本台帳及び戸

部

籍
簿の適正な管理が図

　

られた。また、旅券窓

名

口では、本市及び近隣

市

市の市
民に対する利便

民

性の向上を図った。

課

生

コード 04 課　名 市民

活

安全課 課長名 住安　巌

部

２．課の目標（部の運

部

営方針を受けて課の取

長

組方針を記入） 部の運

名

営方針に対する課の目

隈

標への取組結果

・自治

　

会等が行う防災訓練へ

正

の助成や備蓄品の提供

章

を通して、自主防災組

１

織の活動を支援し、自

．

助、共助への意識向 ・

部

設立から２５年経過し

の

て条件を満たした自主

運

防災組織４組織へ、資

営

機
上を図ります。 材助

方

成の再交付を行いまし

針

た。
・総合防災訓練な

(

ど各種訓練の実施によ

予

り、関係機関との連携

算

強化と防災に対する啓

編

発活動を行います。 ・

成

自治会等が行う防災訓

・

練への助成及び備蓄品

実

の提供を行いました。

施

・「避難所開設・運営

計

マニュアル」に基づく

画

避難所運営訓練を実施

策

し、避難所となる学校

定

と地域における連携強

方

化を ・避難行動要支援

針

者名簿の提供について

な

、新たに１自治会と協

ど

定を結び
図り、防災力

を

を高めます。 名簿の提

踏

供を行いました。
・防

ま

災設備や備蓄品等災害

え

時の応急対応に関する

て

整備を行います。 ・小

、

中学校等での交通安全

基

教室や誘拐防止教室、

本

交通安全・防犯に関す

計

・「避難行動要支援者

画

避難支援計画」に基づ

の

く、「避難行動要支援

分

者名簿」の自治会等へ

野

の提供に取り組みます

別

。 る講和、防犯パトロ

計

ールについて、警察署

画

、防犯協議会、ボラン

や

ティア
・市民への情報

重

発信として、防災・防

点

犯や交通事故等の情報

ﾌ

提供をホームページや

ﾟ

メール配信サービス等

ﾛ

で行います 団体等と連

ｼ

携を図りました。
。 ・

ﾞ

空家対策については、

ｪ

空家等対策計画や関係

ｸ

法令に基づき、適切な

ﾄ

管
・交通安全は、第1

、

0次交通安全計画に基

所

づき道路交通安全対策

管

に取り組むとともに、

に

特に子どもや高齢者へ

係

の交通安 理を促すとと

る

もに、自治会等からの

部

情報提供について、調

の

査や状況に応
全啓発活

運

動を強化し、交通安全

営

推進隊や子ども見守り

方

隊等のボランティアを

針

支援します。 じて応急

に

処置を行いました。
・

対

犯罪のない安全で安心

す

なまちを実現するため

る

、警察、自治会、防犯

課

協議会等関係団体と連

の

携を強化し、地域防犯

目

力
向上に努めます。
・

標

防犯カメラを効果的に

へ

設置し、犯罪抑止効果

の

の向上や犯罪に対する

取

不安軽減に努めます。

組

・空家対策として、特

結

別措置法に基づく措置

果

を適切に講ずると共に

　

、所有者等へ自主改善

　

に向けた誘導を行いま

分

す。

３．課の目標を達

野

成する上での課題と対

別

応（人員の配置、組織

基

のあり方など）

　防災

本

対策では、近年の異常

計

気象から集中豪雨が多

画

数発生し、記録的な大

の

雪にも見舞われている

目

。東日本大震災後、
液

標

状化被害を受けた布佐

を

地区では、災害対策も

考

丁寧に行わなくてはな

慮

らないことから、効果

し

的な活動を行うにあた

て

っ
て人員の確保が必要

、

である。現状は、建設

部

部、消防と連携して最

の

小限度での対応をして

目

いるが、災害対策が長

標

期化し
たり、頻繁に被

を

害を受けることがある

達

と職員の疲弊が心配で

成

ある。

４．原因分析・

す

改善策

（課長） （部長

る

）
　防災対策について

た

は、地域防災計画に基

め

づき体制の充実を図り

の

たい。 　防災対策につ

方

いては、自助・共助が

針

重要になるので、自主

を

防災組織、自治会等へ

記

の支援等を通
　交通安

入

全・防犯対策について

)

は、交通安全教室の実

●

施、交通事故多発箇所

重

及び危険箇所の現地 し

点

て啓発をしていくこと

プ

が大切です。公助につ

ロ

いては、災害対応のた

ジ

めの庁内体制の強化の

ェ

推進
診断、防犯パトロ

ク

ール、防犯講話等の実

ト

施について、警察署、

「

防犯協会等の関係機関

我

との連携の 、関係機関

孫

との連携強化の推進を

子

図ることが大切です。

の

充実を図りたい。 　交

資

通・防犯対策について

源

は、関係機関との連携

を

強化を推進し、安全対

い

策の充実を図る必要が

か

あ
　空家対策について

し

は、我孫子市空家等対

、

策計画に基づき、適切

豊

な管理を促す等の対応

か

を行いま ります。
す。

な

　空家対策については

地

、空家等対策の推進に

域

関する特別措置法及び

を

我孫子市空家等対策計

創

画に基
づき、適切に対

り

応を行っていく必要が

だ

あります。

５．課の目

す

標を達成するために取

活

り組む事務事業

事務事

力

業名（個別事業） 重プ

あ

施策 指標 単位 現況値 目

る

標値 実績値 達成率(％

ま

) 評価該当 コード

1 交

ち

通安全思想の普及 重３

づ

63501 交通安全教

く

室及び通安全大会など

り

啓発事業の開催回数 回

」

51 53 51 96.2

　

3 結合

2 交通安全指導

総

員の配置 重３ 6350

合

1 交通指導員の出動回

防

数 回 164 220 16

災

4 74.55 結合

3 自

訓

主防災組織育成事業 重

練

３ 70101 自主防災

は

組織数 組織 135 13

、

6 135 99.26 現

直

状

4 国民保護計画の推

前

進 重３ 70401 適宜

ま

に会議を実施する。 回

で

0 1 0 0 現状

5 災害予

準

防・初動対策事業 重３

備

70101 安否確認・

を

参集メールへ登録の徹

進

底 ％ 97 100 97 9

め

7 現状

6 防災訓練の実

て

施 重３ 70101 訓練

い

参加人数 人 373 1,

ま

000 373 37.3

し

現状

7 防災情報伝達シ

た

ステムの管理運用 重無

が

70102 機器点検実

、

施回数数 回 2 2 2 10

台

0 現状

8 防災用施設及

風

び非常用備蓄品整備事

第

業 重無 70102 備蓄

１

食糧数 食 128,00

９

0 120,000 12

号

8,000 106.6

の

7 現状

9 我孫子市防犯

・

協議会推進事業 重３ 7

地

0301 年5回の市内

域

一斉防犯パトロールの

コ

参加人数 人 1,450

ミ

2,300 1,450

ュ

63.04 現状

10 自

ニ

主防犯活動の支援 重３

テ

70301 犯罪発生件

ィ

数 件 744 800 74

活

4 93 現状

性化基本方針に基づき、地域コミュニティの活性に向けた取り組みを推進していきます。基本 影響により中止となりました。また、昨年度から２巡目となった避難所
方針の柱である「地域会議」の設置に向けた取り組みをさらに進めていきます。 運営訓練は、今年度も３か所の小学校区で、多く自治会等の出席のもと
・自治会やまちづくり協議会が自主的に取り組むコミュニティ活動やその拠点となる施設に対する支援を進めていき 、地域に根ざした実践的な参加型の訓練が実施しました。
ます。 　避難行動要支援者名簿の提供については、新たに１自治会と協定を結
・市民公益活動支援指針に基づく６つの推進施策を積極的に推進し、市民が主体的に取り組む市民公益活動の活性化 び、１７自治会等と協定を結び名簿の提供を行いました。
を図っていきます。 　交通防犯対策は、警察署と連携して小中学校等で行う交通安全教室を
●重点プロジェクト「みんなが安全にくらせるまちづくり」 実施しました。また、警察署、防犯協議会、ボランティア団体等と連携
・防災訓練や防災講座等を通じて市民の防災意識を高め、自主防災組織の設置を自治会に働きかけます。併せて、防 し交通安全や防犯に関する講和や誘拐防止教室を行い、意識の向上を図
災リーダーや防災ボランティアなどの人材育成を推進します。また、防災力向上に向け、地域防災計画に基づく防災 りました。
関連設備及び非常用備蓄品の計画的な整備を図ります。 　空家対策



業 重無 70302 空家等の改善数 件 100 50 57 114 現状

５．課の目標を達成するために取り組む事務事業

事務事業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 空家対策事


